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住民参加による産廃不法投棄からの原状回復 

－香川県豊島の経験と教訓（２０１７年８月版） 

                              中地 重晴（熊本学園大学） 

１．豊島の紹介 

 豊島は、瀬戸内海の小豆島の西約 3.7ｋ

ｍに位置する。香川県小豆郡土庄町に属す

る。周囲約 20km、面積 14.6ｋ㎡。人口 900

人弱の緑豊かな小島である。近年、65 歳以

上の高齢者が約 50％を超え、高齢化が進む、

過疎の島である。住民は主に農業と漁業で

生計を立てている。また、戦後すぐ香川豊

彦氏が乳児院を開設した。精神薄弱者更生

施設や特別養護老人ホームなどがあり、「福

祉の島」とも呼ばれている。 

 一方、2010 年から開始された瀬戸内国際

芸術祭の主会場の一つとなり、アートの島

として、近年、訪問客が増加している。 

 

２．産業廃棄物不法投棄事件の経過 

 豊島の南西端の土地（約 30ha）に、1960

年代山砂の採取が行われた。その跡地に

1975 年から島内在住の廃棄物処理業者が

ミミズ養殖による産業廃棄物（有機汚泥）

の中間処理を始めた。住民は産廃処理に反

対し、訴訟を起こしたが、当時の香川県知

事が「業者の生活もあるから」と産廃処理

を許可し、和解させた。 

 1980 年ごろから、この業者は関西方面か

らシュレッダーダストと呼ばれる自動車や

電化製品の解体ごみや汚泥などの産業廃棄

物を大量に持ち込み、野焼きなどの違法操

業を続けた。香川県は毎月立入り調査を行

ったが、何の指導もしなかった。 

 何度も、住民は香川県に業者の不法行為

を訴えたが聞き入れられなかった。逆に、

香川県は金属回収業の許可の取得を勧める

など業者をかばった。業者は瀬戸大橋の開

通で不用になったフェリーを購入して違法

操業を大規模化して続けた。1990 年 11 月

兵庫県警が廃棄物処理法違反で業者を摘発

するまで続いた。 

 

３．公害調停の経過 

 1993 年 11 月豊島住民は放置された廃棄

物の撤去を求めて、産廃業者、香川県、排

出者などを相手に公害調停を申請した。 

 

写真１ 豊島不法投棄現場（1994 年 11 月） 

 

公害調停申請直後、香川県が調停に向け

た協議の開始を拒否したため、住民が約半

年間、県庁前で「立ちんぼ」（抗議活動）を

行った。その後、調停委員の斡旋で調停協

議が開始されることになり、国（公害調停

委員会）が不法投棄の実態調査を実施する

ことになった。公調委では従来は数百万円

規模の調査しか行われていなかったが、2

億 3500 万円の経費を使った日本初の大規

模調査が計画され、実施された。 

 実態調査の結果、放置されている廃棄物

の量は約 50 万トンであること、多くの廃

棄物が鉛などで有害廃棄物の判定基準を超

えていることがわかった。また、ダイオキ

シン類がきわめて高濃度に含まれているこ

とも明らかになった。 

国による実態調査で明らかになった有害

廃棄物と直下の汚染土壌約 60 万トンの処

理をめぐって、香川県が事業主体となって、

豊島現地で中間処理を行い、島外に搬出す

ることが中間合意として 97 年 8 月に取り

決められた。その後、香川県が専門家によ

る技術検討委員会を設置し、放置された廃

棄物の処理方法と暫定的な環境保全策の検
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討が行われた。その際、豊島住民の委員会

への傍聴と意見陳述が認められた。無害化

処理への住民参加という点では、画期的な

ことである。技術検討委員会は、約 2 年半

の短期間に精力的に集中審議し、一次から

三次までの報告書が作成された。その後、

香川県の提案で中間処理施設(溶融炉)は隣

の直島に設置されることになった。その理

由は県民の理解を得るためと三菱マテリア

ル㈱の支援、直島の活性化策とされている。 

技術検討委員会の検討結果を受け、2000

年 6 月公害調停の最終合意が成立した。廃

棄物と汚染土壌の搬出、無害化処理を 2016

年度末までに終了するよう調停条項に明記

さている。 

 

４．実態調査の結果 

 約 7haの処分地に放置された廃棄物の量

は約 50 万トンである。 

 その大部分 80％が鉛で有害廃棄物の判

定基準を超えていることがわかった。鉛、

PCB、ベンゼン、トリクロロエチレンなど

が基準を超えていた。 

 また、シュレッダーダストや汚泥などを

業者が野焼きしたため、高濃度のダイオキ

シン類が検出された。39ng-TEQ/g はその

当時日本最悪のダイオキシン類汚染を示し

た。 

廃棄物直下の土壌や地下水も環境基準を

超えて汚染されており、地下水の流れから

瀬戸内海に有害物が流出していると指摘さ

れた。実態調査の結果、日本で最大、最悪

の廃棄物不法投棄地であることがわかった。

後日、グリーンピースが世界の 10 大ホッ

トスポット（環境汚染地域）の一つに選定

している。 

 

５．暫定的環境保全の方法 

 検討された暫定的な環境保全対策は、豊

島の処分地の北海岸に遮水壁（鋼矢板製 

長さ 360m、深さ 18m）を打設し、有害物

を含んだ地下水の瀬戸内海への流出を防止

するという案だった。最終合意成立後、暫

定的な環境保全工事が行なわれた。 

 西海岸や南側飛び地の廃棄物層を掘削移

動し、掘削移動後の西海岸に廃棄物の保管

梱包前処理施設と高度排水処理施設が建設

された。 

また、直島での中間処理施設の稼動まで

の間、廃棄物層を表面遮水シートで覆い、

雨水を排除しながら、浸出水を循環浄化す

ることも行なわれた。 

 

 

写真２ 豊島での環境保全工事(2001 年 7

月) 

 

６．直島での中間処理 

放置された有害廃棄物と汚染土壌は掘削

し、豊島から約 4km 離れた直島に海上輸

送し、溶融炉で無害化処理すると最終合意

直前に、香川県からの提案で計画が変更さ

れた。そのため、豊島の不法投棄現場の南

海岸に輸送用の仮桟橋が建設された。あわ

せて、専用の輸送用フェリー「太陽」が建

造された。 

有害廃棄物と汚染土壌は、直島の三菱マ

テリアル直島精錬所の敷地内において、溶

融炉を用いて、1200℃超の高温で無害化処

理を行なうと計画された。日量 100 トンを

溶融する処理する表面溶融炉 2 基（クボタ

㈱製）が建設された。当初の計画より半年

遅れて、2003 年 9 月に香川県に引き渡さ

れ、本格的な処理が開始された。 

廃棄物を高温で加熱した残渣（スラグ）

は山砂の代替品として香川県が公共工事で

再利用し、公共工事の発注仕様書に一定割

合のスラグの利用を義務付け、販売してい

る。また、飛灰は三菱マテリアル㈱の銅精
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錬の原料として再利用することになった。

廃棄物を再生利用する 21 世紀の資源循環

型社会の手本（リーディングケース）とな

るような処理方式が採用されたことは評価

できる。 

豊島廃棄物の無害化処理の経過は後述す

るが、2017 年 6 月 12 日に豊島廃棄物の無

害化処理は完了した。施設の一部は三菱マ

テリアル㈱に譲渡し、残りは解体される予

定である。 

 

写真３ 直島の中間処理施設と専用フェリ

ー（2003 年 6 月） 

 

７．公害調停の成果 

①不法投棄の原状回復－香川県が廃棄物の

認定を誤り、業者への指導、監督を怠った

ことを認め、知事が謝罪した。また、香川

県が事業主体となって、廃棄物と汚染土壌

の撤去、無害化処理を行なう。廃棄物の不

法投棄問題で、このような大規模の原状回

復を行なうのは日本で初めてである。 

②「共創の思想」による対策実施－技術検

討委員会への住民の関係者としての出席を

認めたこと。住民の傍聴と意見陳述の権利

を認めたのは、日本ではじめてのリスクコ

ミュニケーションの実践例だと考えられる。 

③排出者責任の明確化－産廃業者に処理を

委託した排出事業者の責任を問うた。解決

金という名目で、排出事業者に廃棄物等の

処理費用の一部を負担させたのも日本で初

めてのことである。排出事業者は約 3 億

2500 万円を支払った。豊島事件の教訓は数

次にわたる廃棄物処理法の改正に多大な影

響を与えている。 

 

８．豊島事件がきっかけになって改正され

た廃棄物処理法 

①廃棄物処理法違反の厳罰化－罰金の最高

額が 50 万円から数度引き上げられ、現在

では最高 3 億円に増額されている。 

②構造基準（技術基準）の見直し－シュレ

ッダーダストは当初安定型最終処分場で処

分されていたが、管理型最終処分場での処

分に変更された。現在では、自動車リサイ

クル法の成立で、新車購入時に廃車処分費

用を徴収されるようになった。 

③悪質業者の締め出し－廃棄物処理業の許

可要件に役員の適格条項（前科者、暴力団

関係者等の排除）が定められた。 

④排出者責任の明確化－処理を委託した事

業者にも、委託業者の不適正処理に関して

連帯責任を負わすことが義務付けられた。 

青森岩手県境の不法投棄では、排出事業

者に処理費用を請求し、原状回復資金の一

部として使用された。 

⑤不法投棄の原状回復のため産廃特別措置

法の制定－原状回復には多額の費用がかか

るため、2000 年以前に不法投棄された廃棄

物を対象に、2003 年から 10 年間で総額１

千億円の国庫補助による原状回復（支障等

除去）事業が開始された。16 件の不法投棄

を対象としたが、豊島をはじめ多くの事業

が 2013 年 3 月末までに完了せず、10 年間

延長された。現在、全国 13 か所で、2023

年３月末まで原状回復のための事業が続け

られている。 

 

9．問題が解決した要因 

2000 年 6 月香川県豊島産業廃棄物不法

投棄事件の公害調停が成立した。困難な事

件を解決した背景には公害調停委員会の努

力がある。住民からみれば、有能な指導者

（中坊公平弁護士）を中心に、弁護団と住

民が粘り強く戦ったことが理由としてあげ

られる。また、マスコミや世論の支持を受

けたことが問題解決を促進したと考えられ

る。 

公害調停の最終合意では、調停事項に、
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無害化処理の実施に際して、①安全性（二

次公害を出さない）、②確実性（安定した処

理技術）、③住民関与（住民参加、情報公開

を原則にした処理の実施）の三原則が盛り

込まれた。 

この無害化処理の三原則が保障されて、

初めて、有害廃棄物の不法投棄地の原状回

復が可能になったと考えている。汚染地で

のオンサイト処理の場合、すでに損害（あ

るいはリスク）を被っている住民が再度、

損害を被る可能性のある事業を受け入れる

には相当の覚悟と認識が必要である。 

その一方で、豊島住民は、実態調査での

ボーリング、環境モニタリング、各地の溶

融炉や焼却炉の実験施設を利用した処理実

験等には、香川県の技術検討委員会に同行

し、見学した。これらの活動は、実態調査

時のボーリング調査では監視活動的な側面

もあったが、技術検討委員会等での公正な

検討が行われるうえで、一定のチェック機

能を果たしたと考えられる。 

 また、無害化処理の情報公開という点で

は、廃棄物の処理実績、直島の溶融炉 2 基

と焼却炉、豊島の排水処理などについて 24

時間モニター可能な排ガス、水質について、

豊島交流センターと直島役場に設置された

モニタリング端末にリアルタイムで操業状

況を 24 時間情報公開するとともに、その

大部分のデータについてはインターネット

で公開されていて、誰でも操業実態を把握

することができる。 

豊島廃棄物等処理情報の URL を以下に示す。

(http://www.pref.kagawa.jp/teshima/intern

et/) 

 

１０．無害化処理の開始 

 直島における豊島廃棄物、汚染土壌の無

害化処理施設が完成し、2003 年 9 月から

本格操業を開始した。年間約 6 万トン（一

日 200 トン年間 300 日稼動）の処理を 10

年間続けて、処理が完了するように計画さ

れたが、操業初年度は試運転段階から事故

やトラブルが発生し、計画の三分の一程度

しか処理できなかった。 

 発生したトラブルは大きく分けて 3 件に

分類できる。①豊島での廃棄物等の掘削現

場での火災発生。②スラグの品質不良。③

溶融炉での小爆発事故の発生である。以下、

内容を簡単に述べる。 

 2003 年 4 月、豊島の廃棄物掘削現場で

火災が発生した。原因は直島での溶融処理

を円滑に行なうために、廃棄物の乾燥、塩

基度調整のために石灰を 4～8％程度添加

し、混合する作業をしていたところ、混合

が不十分だったため、火災が発生した。石

灰の添加で、廃棄物の温度が高温になった

こと、シュレッダーダストがアルミニウム

反応して、水素が発生したことが原因とさ

れた。対策として、石灰の添加混合作業の

手順を整備し、水素が滞留しないように注

意が払われた。2004 年 1 月にも同様のボ

ヤが発生している。 

試運転時に 1 回、本格操業直後もスラグ

の品質検査項目のアルカリ骨材反応が不適

とされることが頻発した。 

直島の溶融炉で発生するスラグ（溶融残

渣）は山砂の代用品として、建設資材とし

て再利用することが定められたが、セメン

ト等と混合して使用する際に、有害物が溶

出しないことに加えて、物理的安定性も良

好であることが条件となる。そのために、

独自の基準を設けてスラグの品質管理を行

なうと定められたが、アルカリ骨材反応と

いう項目が不適となる場合があった。検査

に不合格になったスラグは再度溶融炉に投

入して処理するため、処理が遅れる要因と

なった。対策として、溶融炉に投入するシ

ュレッダーダストと土壌の混合比を変更す

るとともに、設備の改造が行われた。 

その後、処理量アップのために、再溶融

されていた粗大スラグは、三菱マテリアル

九州工場でセメント原料として処理するよ

うに変更された。 

2004 年 1 月 24 日 2 号溶融炉で小爆発事

故(写真４)が起き、原因究明と対策、修理

のため、２か月近く操業を停止する事故が

起きた。原因は、豊島での廃棄物を掘削、

石灰と混合時に発生する水素や直島の溶融
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炉の廃棄物投入部で発生した可燃性ガスが、

廃棄物供給筒上部に滞留し、何らかの原因

で発生した静電気によって引火し、爆発し

たと推定された。管理委員会を中心に、事

故の原因究明だけでなく、システム全体の

リスクアセスメント、安全解析をやり直し、

新たに抽出された危険要因も含めて、可燃

性ガスモニターの設置や、滞留防止などの

設備改造が行なわれた。 

同年 4 月初めから溶融炉の操業は再開さ

れた。 

写真４ 破損した 2号溶融炉(2004年 1月) 

 

１１．無害化処理事業計画の見直し 

2003 年、国は全国で放置された不法投棄

の原状回復のために産廃特措法を制定した。

香川県は産廃特措法で国の補助金が得られ

る期間内に全ての廃棄物と汚染土壌の無害

化処理を完了するとして、2012 年度末まで

に処理事業を終了する計画に変更した。 

無害化処理が開始されて 5 年が経過し、

豊島の処分地の外観が大きく変化した。無

害化処理関連施設建設のために掘削、移動

させた廃棄物の山の処理が完了し、2006

年 7 月からは第二次掘削と呼ばれる廃棄物

層を掘り下げ、直下土壌が出るまで掘削す

る段階に入った。 

この時点では、操業初期の事故などによ

る計画の遅れを挽回し、順調に操業が続け

られているとみられていたが、2008 年 10

月に、処理対象の廃棄物の比重を処理実績

に合わせて計算しなおしたために、廃棄物

の残存量が大幅に増加することが判明した。 

実際は、計画より大幅に処理が遅れてい

ることが明らかになった。そのため、新た

な処理計画が発表され、管理委員会で粗大

スラグの処理方法の見直しやロータリーキ

ルン炉による土壌の焼却処理等の処理量ア

ップ対策を検討し、実施することが決めら

れた。それでも、計画に対する進捗率は約

90％で、約１年間分、処理が遅れていた。 

香川県は溶融炉による無害化処理だけで

は、産廃特措法の対象期限である 2013 年 3

月末までに終了させることが難しいため、

さらに、直下汚染土壌を水洗浄処理し、無

害化処理を促進することを検討した。2009

年春に汚染土壌の水洗浄処理に関する技術

を公募し、秋に実証試験を 2 か所（大館市、

川崎市）で行った。 

土壌の水洗浄処理は 2000 年の公害調停

の最終合意以後に実用化された新しい技術

で、この数年の間に、土壌汚染対策法の下

で、各地の汚染土壌を処理した実績があり、

豊島から汚染された直下土壌を搬出し、オ

フサイトで次年度から、約 60,000 トンを

処理することが計画された。 

 その後、毎年、廃棄物の残存量を測量し、

処理対象の廃棄物量を見直し、汚染土壌の

掘削、無害化処理計画を立てるよう、管理

委員会で検討することになった。 

 

写真５ 底面土壌の掘削が開始された処分

地（2011 年 5 月）  

 

１２．産廃特措法の延長と処理期限 

 2011 年 5 月、廃棄物の無害化処理済み量

の把握のために測量を実施したところ、公

調委の実態調査時よりも、廃棄物の存在量

が増加していることが判明した。 

その理由は、①不法投棄した業者が廃棄
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物層直下の土壌部分に、ツボ掘り状態で廃

棄物を不法投棄していたことが、廃棄物の

掘削完了判定時に発覚したこと。②廃棄物

層の存在範囲が公調委の調査時より広いこ

とが分かったこと。③土壌環境基準を超え、

掘削処理する直下土壌の汚染が想定よりも

深部まで及んでいることが予想され、土壌

の水洗浄処理量が増加すること。 

 そのため、香川県は、無害化処理計画の

再検討を迫られた。その結果、処理対象量

は約 93 万 8 千トンに上ることが分かり、

直島の無害化処理施設（溶融炉）の能力か

ら、当初計画より 3 年程度処理完了が遅れ

ることが判明した。 

 2011 年秋に、土壌の水洗浄処理の競争入

札が行われ、想定外の滋賀県大津市山間部

の砂利採取業者が落札、香川県と処理契約

を結んだ。環境省の許可施設であるとはい

え、この事業者が過去に不適正な操業を繰

り返していたため、周辺住民から豊島の汚

染土壌の処理によって、周辺環境が汚染さ

れ、琵琶湖の水質悪化につながるという反

対の声が上がった。香川県は何度も地元説

明会を開催したが、地元の同意が得られな

かった。逆に、大津市長が、自ら香川県知

事に対し、慎重な処理を求め抗議を行い、

一部住民が公害調停を提起した。 

 2012 年 5 月に筆者は大津市を通じ、こ

の業者に施設見学を申し込んだが、拒絶さ

れた。リスクコミュニケーションに対する

業者の理解不足が明らかになった。その直

後、香川県はこの業者との契約を破棄し、

新たな処理方法を検討せざるを得なくなっ

た。 

 最終的に、汚染土壌は三菱マテリアル

(株)九州工場で、セメントの原料として処

理されることになり、すでに廃棄物の掘削

が完了している部分の約 2 千トンの汚染土

壌の搬出、処理が完了した。残りの約 6 万

トンの汚染土壌の搬出のために、一時保管

用倉庫とコンベア等の施設が新たに建設さ

れた。 

 産廃特措法は 10 年の期限を迎えたが、

対象事業の半数以上が完了せず、成立のき

っかけであった青森岩手県境と豊島の原状

回復事業が完了していないため、10 年間延

長された。 

 豊島の無害化処理は、当初の終了期限で

あった 2013 年 3 月末時点では、約 58 万ト

ン処理され、進捗率は処理対象量の約 62％

で、このまま、順調に無害化処理が進行し

ても、2016 年 10 月までかかるとされた。 

 2013 年 9 月には、1990 年 11 月の廃掃

法違反による摘発（業者の強制捜査）から

20 年余を経て、処分地から悪臭を発するド

ラム缶が千本を超えて掘り出された。その

ため、高濃度に揮発性有機化合物で地下水

が汚染されていて、処理には時間を要する

ことが明らかになった。 

その後、つぼ掘り状態で廃棄物が投棄さ

れていることや廃棄物の土壌成分量の増加

で、廃棄物の無害化処理の完了が、公害調

停の最終合意で期限とされた平成 28 年度

末（2017 年 3 月末）までに終了しない可

能性が分かった。 

2015 年 7 月の管理委員会の検討結果で

は、2015 年 3 月末時点での処理対象量は、

約 907，300 トンである。 

その内訳は廃棄物等が 865，600 トン、

直下土壌が 41,700 トンである。土壌成分

割合の増加で、直島の中間処理施設での無

害化処理が処理期限に間に合わないと予想

された。2015 年 9 月より、燃焼用空気の

酸素量を高め、酸素富化による処理量アッ

プを実施することになった。 

 

写真６ 20 数年ぶりに掘り出されたドラ

ム缶（2013 年 9 月） 
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しかし、問題は、この酸素富化による処

理量アップで 10％程度処理量増加を見込

んでも、廃棄物等の無害化処理が完了する

のは、2017 年 3 月半ばまでかかると予想

されたことである。無害化処理を終了する

ために、廃棄物の搬出用の仮橋を架けて道

路を造成したり、廃棄物の仮置きヤードへ

の移設が行われ、直下土壌の処理と廃棄物

の無害化を並行して行われることになった。 

 

写真７ 処理完了を目指し、仮橋や廃棄物

施設ヤードを設置した処分地（2016 年 6

月） 

 

１３．廃棄物の撤去期限に固執した香川県 

 香川県は、2016 年 3 月末の段階では、

無害化処理の進捗率は 92％であり、処理期

限の 2017 年 3 月末までには完了するとい

う見通しを示していた。 

 ところが、最後に廃棄物を移設し、直下

土壌の掘削を開始したところ、予想以上に

ツボ掘りが多く、廃棄物量が増加すること

が分かった。7 月と 10 月に測量した結果、

廃棄物量が 1 万 1 千トン増加することが判

明した。このままでは、処理期限に間に合

わないことが予想されたが、香川県は公害

調停で定められた廃棄物の搬出期限を厳守

することに頑なに固執した。直島の溶融炉

は最大限処理量増加するように運転条件を

見直し、それでも 3 月末には間に合わない

ことが分かったため、期限内の廃棄物の搬

出のために、フェリーの運航回数を増加さ

せた。 

2016 年末からは、廃棄物をフレコンバッ

グに入れて、直島の溶融施設内に貯蔵（一

部は野積み）する荒業まで実施した。フレ

コンバッグで貯蔵された廃棄物は約 1 万 3

千トンにのぼった。 

こうした努力で、最終的に廃棄物の搬出

は 2017 年 3 月 28 日に終了した。最終便を

住民は感慨深く見送った。直島の溶融炉で

の無害化処理は 6 月 12 日までかかった。

最終的に無害化処理された廃棄物と直下土

壌は 911,054 トンであった。 

行政の無謬性を守るためにか、意地を通

した香川県は約 4 億 3 千万円の経費を追加

支出したが、これが正しいかどうかは今後

歴史が判断することになる。 

さらに厄介なことは、廃棄物と汚染土壌

の処理が完了しても、その跡地をどのよう

に活用するのか、地下水の浄化完了がいつ

頃になるのかは、現時点で未定であり、廃

棄物不法投棄の跡地のすべてが、豊島住民

の手に戻るのは、あと十数年かかることを

覚悟せざるを得ない。 

 

写真８ 最後の廃棄物の搬出を見送る住民

（2017 年 3 月 28 日） 

 

１４．これからの課題 

①跡地の浄化完了と住民への返還－廃棄物

の無害化処理は終了したが、施設の解体撤

去、汚染土壌と地下水の浄化作業は軽竿く

される。時間がかかっても地下水の浄化を

完了させることが望まれる。 

②緑豊かな豊島の再生－処分地の原状回復

だけでなく、農漁業を中心とした豊島の再

生を行なうために、オリーブ基金や「学び

の島」構想が提案されている。 

瀬戸内オリーブ基金は建築家の安藤忠雄
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氏と弁護団長の故中坊公平氏の呼びかけで

始まった。全国の市民からのカンパをもと

に、瀬戸内海の島々にオリーブなどの植樹

に取り組んできた。 

｢学びの島｣構想は豊島の島内に資料館を

建設し、環境教育の材料を提供する島作り

をめざしている。すでに廃棄物層の剥ぎ取

り保存などの取り組みを行なわれた。毎年

夏「豊島・島の学校」が開催され、全国か

ら多数の参加者がある。2012 年まで 10 回

開催されたが、豊島住民会議の高齢化で、

打ち切りとなった。そのため、2013 年から

は大学関係者で「豊島・島の学校プラス」

を企画し、継続していくことになった。今

年で 5 回目を迎える。 

一方、2006 年 7 月には、豊島問題に関

わってきた様々な分野の研究者によって、

豊島学(楽)会が設立され、島民とともに学

際的な視野で、豊島の未来を模索する動き

が作られた。2007 年から毎年 4 月に研究

発表会が開催され、今年で 11 回を迎えた。 

③「こころの資料館」の整備、環境教育―

処分地跡地が住民の手に戻されるのには、

まだまだ先のことである。老朽化した「こ

ころの資料館」をどう活用していくのか、

豊島問題の教訓化と環境教育の場をどう提

供していくのか、検討する必要がある。 

 中間保管梱包施設の解体撤去に伴い、見

学スペースの確保が必要となり、年内にも

処分地東南部の高台に見学用の展望スペー

スが設置される予定である。 

④直島エコタウン事業による産廃処理－直

島では三菱マテリアル㈱が月 5000 トンの

産廃処理用の溶融炉を建設し、操業してい

る。豊島廃棄物の無害化処理後も、操業は

継続される。県外産廃の大量受け入れをめ

ぐっては住民の不安感があり、環境に悪影

響を及ぼさないのか、今後も注意が必要で

ある。 

⑤2010 年 7 月末から 10 月末までの間、瀬

戸内国際芸術祭が直島をメイン会場に、豊

島、小豆島、犬島、男木島、女木島、大島、

高松で開催された。豊島にも現代アートの

作品が 10 数点出品され、100 万人を超す

観客が豊島を訪れた。その後も、ベネッセ

の豊島美術館など常設展示する作品が複数

残り、アートの島という新たな顔ができた。 

 2013 年第 2 回瀬戸内国際芸術祭が開催

され、横尾忠則美術館等が新設され、豊島

への訪問者は大幅に増加したが、処分地の

見学者は、毎年減少する一方である。 

昨年第 3 回瀬戸内国際芸術祭が開催され

た。会期後も海外からの訪問者が多く、「豊

島はアートの島」ということが、定着して

きた。現代美術と産廃不法投棄問題をどの

ように結びつけて、豊島の再生に結び付け

ていくのかが問われている。 

 

写真９ 廃棄物の撤去が完了した豊島処分

地（2017 年 6 月） 

 

１５．豊島の教訓 

①大量生産、大量消費、大量廃棄、使い捨

て社会への警鐘を鳴らした。 

②廃棄物の不法投棄による原状回復には莫

大な費用と時間が必要であることを証明し

た。 

③直島での無害化処理は、資源循環型社会

にむけた廃棄物処理のモデル事業として成

果をあげた。 

④産業廃棄物処理における排出者責任が明

確化され、廃掃法改正につながった。 

⑤住民参加型対策事業の模索、国内初のリ

スクコミュニケーションの実践として、住

民参加の方法を示した。 

⑥廃棄物と汚染土壌の処理が長期化し、無

害化処理事業の進行と社会、経済の変化に

タイムラグが生じ、無害化処理計画が、最

良の選択であったか、検証が必要といえる。 


